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福島空港大型機材利用促進強化事業補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 県は、福島空港定期路線の利用を促進するため、国内定期路線（１６０席以上の

機材）を利用した旅行商品の造成・販売を行う事業者（以下「事業者」という。）に対

し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規

則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（補助金の対象及び補助額） 

第２条 補助金は、別表に掲げる国内定期路線の利用について、事業者に対して交付する

ものとし、その額は知事の定める額とする。 

２ 消費税及び地方消費税相当分については、本補助金から除外する。 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。その提出期限は、

当該事業を実施する日の１５日前までとし、申請受付開始日は次のとおりとする。ただ

し、申請受付開始日が土日祝日の場合は、翌開庁日とする。 

（１）事業開始日が４月１日～６月３０日までのもの・・・４月１日 

（２）事業開始日が７月１日～９月３０日までのもの・・・６月１日 

（３）事業開始日が１０月１日～１２月３１日までのもの・・・９月１日 

（４）事業開始日が１月１日～３月３１日までのもの・・・１２月１日 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１）事業計画書 

（２）旅程表 

（３）その他参考となる資料 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

（補助金の交付の条件） 

第４条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、補助額の２割以内

の減額変更とする。 

（変更の承認の申請） 

第５条 規則第６条第１項第１号又は第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとす

る場合は、福島空港大型機材利用促進強化事業変更（中止・廃止）承認申請書（第２号

様式）を知事に提出しなければならない。 

（申請を取り下げることができる期日） 

第６条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した日
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から起算して１０日を経過した日とする。 

（完了報告） 

第７条 補助金交付の決定を受けた補助事業者等は、当該事業が完了したときは、速やか

に福島空港大型機材利用促進強化事業完了報告書（第３号様式）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条の規定による実績報告は、福島空港大型機材利用促進強化事業実績

報告書（第４号様式）に、次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について

知事の承認を受けた場合においては、承認を受けた日）から起算して３０日を経過した

日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に行わなければならない。 

（１）事業実績調書 

（２）最終旅程表 

（３）最終参加者名簿 

（４）搭乗証明書の写し（往復） 

（補助金の交付の請求） 

第９条 補助金交付の決定を受けた補助事業者等は、福島空港大型機材利用促進強化事業

補助金交付請求書（第５号様式）を速やかに提出しなければならない。 

（補助金の支払） 

第１０条 県は事業実績を確認した結果、補助要件を満たすと認められるときには、遅滞

なく補助金を支払うこととする。 

（会計帳簿等の整備等） 

第１１条 補助金の交付を受けた補助事業者等は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿

その他の書類を整備し、補助事業等の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算し

て５年間保存しておかなければならない。 

 

附 則  

この要綱は、令和５年１０月４日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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 別 表 

第１欄 

（補助対象事業者） 

第２欄 

（補助対象要件） 

第３欄 

（補助額） 

福島空港国内定期路線を

利用した旅行商品を造成

・催行する以下のいずれ

かの事業者。 

１ 一般財団法人日本旅

行業協会に加盟している

旅行会社 

２ 一般社団法人全国旅

行業協会に加盟している

旅行会社 

３ １又は２の条件を満

たす複数の旅行会社によ

り構成される団体等 

福島空港国内定期路線を利用した

旅行商品で以下の条件を満たすも

の。ただし、ビジネス目的の利用を

除く。 

１ １６０席以上の機材を利用す

ること。 

①福島→伊丹初便（ANA1696） 

 ②伊丹→福島最終便（ANA1697） 

 

２ 福島空港を往復利用すること。

（１６０席以上の機材の利用は片

道のみでも可とする） 

 

なお、旅行の催行において、悪天

候または空港に起因する事由によ

り、予定された空港とは別の空港で

の離発着となった場合は、当初予定

されていた空港での離発着があっ

たものと見なす。 

 また、その他やむを得ない事由に

よる欠航等により福島空港を利用

できなかった場合については、事由

発生の都度、県と協議のうえ、補助

対象としての適否を判断すること

とする。 

 

補助対象要件を満たす送客

実績に応じて次の金額を補

助する。 

 

①福島⇒伊丹初便

（ANA1696）利用の場合 

 ３千円×旅行参加者数 

 

②伊丹⇒福島最終便(A 

NA1697)利用の場合 

 ７千円×旅行参加者数 

 

※添乗員は除く。 

※乳児等、座席を利用しない者については、補助対象外とする。 


